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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力等の格

差にかんがみ、消費者の利益の擁護及び増進に関し、消費者の権利の尊重及びそ

の自立の支援その他の基本理念を定め、市、事業者及び事業者団体の責務等を明

らかにするとともに、その施策について必要な事項を定めることにより、消費者

の利益の擁護及び増進に関する施策（以下「消費者施策」という。）を総合的に推

進し、もって市民の消費生活の安定及び向上を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

(1) 商品 消費者が消費生活において使用する物をいう。 

(2) サービス 消費者が消費生活において使用し、又は利用するもので、商品以

外のものをいう。 

(3) 消費者 商品又はサービスを使用し、若しくは利用して消費生活を営む者又



は事業者と契約して商品を提供する者であって、事業として又は事業のために

契約の当事者となる場合におけるものを除いた者をいう。 

(4) 事業者 消費者に対して商品の取引（事業者の物品購入等（事業者が消費者

との間で行う物品、権利その他のものの購入及び交換をいう。以下同じ｡）を

含む｡）又は役務の取引を業として行う者をいう。 

(5) 事業者団体 事業者の共通の利益の増進のため事業者により組織された団

体をいう。 

(6) 消費者団体 消費者が消費生活の安定のため、自主的に組織する団体をいう。 

(7) 取引等 契約の締結についての勧誘、契約の締結その他これらに類する行為

をいう。 

 （基本理念） 

第３条 消費者施策の推進は、市民の消費生活における基本的な需要が満たされ、

その健全な生活環境が確保される中で、次に掲げる消費者の権利が尊重され、消

費者が自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行動することができ

るよう消費者の自立を支援することを基本として行われなければならない。 

(1) 商品及びサービス（以下「商品等」という。）によって、生命、身体及び財

産に危害を受けない権利 

(2) 商品等について不適正な取引条件及び取引方法を強制されない権利 

(3) 商品等について消費者の自主的かつ合理的な選択の機会が確保される権利 

(4) 消費生活において必要な情報を提供される権利 

(5) 消費者に対し、消費者教育（消費者教育の推進に関する法律（平成２４年法

律第６１号）第２条第１項に規定する消費者教育をいう。以下同じ。） の機会

が提供される権利 

(6) 消費者施策に消費者の意見が反映される権利 

(7) 取引等によって不当に受けた被害から適切かつ迅速に救済される権利 

(8) 消費生活において消費者の個人情報が侵害されない権利 

２ 消費者施策の推進は、消費者の安全の確保等に関して、専門的知見に基づき被

害の拡大を防止するとともに、事業者による適正な事業活動の確保が図られるよ

う配慮して行われなければならない。 

３ 消費者施策の推進は、高度情報通信社会、国際化の進展、社会経済情勢の変化



等に的確に対応することに配慮して行われなければならない。 

４ 消費者施策の推進は、環境の保全に配慮して行われなければならない。 

 （市の責務） 

第４条 市は、基本理念にのっとり、消費者施策を策定し、及び実施しなければな

らない。 

２ 市は、消費者施策の策定及び実施に当たっては、消費者及び消費者団体の意見

を反映するよう努めるとともに、消費者の安全を確保するよう配慮しなければな

らない。 

３ 市は、消費者施策の策定に当たっては、国及び栃木県（以下「県」という。）と

役割を分担し、国及び県の施策との整合性を図るとともに、その実施に当たって

は、必要に応じて国、県、他の地方公共団体その他関係機関との連携に努めなけ

ればならない。 

４ 市は、消費者の自主的かつ合理的な行動を推進するため、消費生活に関する情

報提供、知識の普及、啓発活動、学習活動その他必要な支援を行わなければなら

ない。 

５ 市は、消費者団体が行う消費生活の安定及び向上に資する健全かつ自主的な活

動の支援に努めなければならない。 

 （事業者の責務） 

第５条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たり、市が実施

する消費者施策に協力するとともに、その供給する商品等について、次に掲げる

責務を有する。 

(1) 消費者の安全及び消費者との取引等における公正を確保すること。 

(2) 消費者に対し、必要な情報を明確かつ平易に提供すること。 

(3) 消費者との取引等に際して、消費者の年齢、知識、経験及び財産の状況等の

多様な特性に配慮すること。 

(4) 消費者の個人情報を慎重かつ適正に取り扱うこと。 

(5) この条例及び関係法令を遵守するとともに、消費者との間に生じた苦情を適

切かつ迅速に処理するために必要な苦情処理体制の整備等に努め、当該苦情を

適切に処理すること。 

２ 事業者は、消費者の意向を事業活動に反映させ、その供給する商品又は役務の



取引について品質その他の内容を向上させ、その事業活動に関し自らが遵守すべ

き基準を作成すること等により消費者の信頼を確保するよう努めなければならな

い。 

３ 事業者は、消費者教育の推進のための自主的な活動に努めるものとする。 

 （事業者団体の責務） 

第６条 事業者団体は、基本理念にのっとり、事業者の自主的な取組を尊重しつつ、

事業者と消費者との間に生じた苦情の処理の体制の整備、事業者自らがその事業

活動に関し遵守すべき基準の作成の支援その他の事業者が消費者の信頼を確保す

るための自主的な活動に努めるものとする。 

２ 事業者団体は、消費者教育の推進のための自主的な活動に努めるものとする。 

３ 事業者団体は、市が実施する消費者施策に協力するよう努めるものとする。 

 （消費者の役割） 

第７条 消費者は、自立した消費者を目指し、自ら進んで消費生活に関する必要な

知識を修得し、及び必要な情報を収集するとともに、消費者相互の連携及び組織

化を図ること等により、自主的かつ合理的に行動するよう努めなければならない。 

（消費者団体の役割） 

第８条 消費者団体は、消費生活に関する情報の収集及び提供並びに意見の表明、

消費者に対する啓発及び教育、消費者の被害の防止及び救済のための活動その他

の消費生活の安定及び向上を図るための健全かつ自主的な活動に努めるものとす

る。 

２ 消費者団体は、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場において行われる消

費者教育に協力するよう努めるものとする。 

 （相互協力） 

第９条 第４条から前条までに定めるもののほか、市、事業者、事業者団体、消費

者及び消費者団体は、相互に連携及び協力をして、消費者の利益の擁護及び増進

に努めなければならない。 

（消費生活基本計画） 

第１０条 市長は、消費生活に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、消

費生活に関する基本的な計画（以下「基本計画」という。）を策定するものとする。 

２ 市長は、基本計画の策定に当たっては、第３２条に規定する小山市消費生活審



議会の意見を聴かなければならない。 

第２章 消費者への支援  

（情報の収集及び提供） 

第１１条 市長は、消費生活に関する情報を収集するとともに、消費者に必要な情

報を適切かつ迅速に提供するものとする。 

 （消費者の特性への配慮等） 

第１２条 市長は、年齢その他の特性により特に配慮が必要な消費者に対する支援

を行うときは、当該消費者が日常生活を営むために必要な支援を行う者に対し協

力を求める等によりその特性に応じた支援を行うものとする。 

第３章 消費者の保護  

第１節 危害の防止、取引の適正化等 

（危害の防止） 

第１３条 事業者は、常に必要な措置を講ずることにより、消費者の生命、身体又

は財産に危害を及ぼし、又は及ぼすおそれのある商品等（以下「欠陥商品等」と

いう。）を消費者に供給してはならない。 

２ 事業者は、商品等が欠陥商品等に該当すると認めたときは、直ちに当該商品等

について公表、回収、改善その他必要な措置を講じなければならない。 

３ 市長は、事業者が欠陥商品等を供給していると認めるときは、法令に定める措

置がとられる場合を除き、当該欠陥商品等の供給の中止その他危害を防止するた

め、当該欠陥商品等を供給する事業者に対し第２１条の規定による指導及び勧告

をすることができる。この場合において、市長は、当該危害を防止するため必要

があると認めるときは、直ちに当該欠陥商品等の名称その他必要な事項を市民に

周知しなければならない。  

（商品等の表示及び広告の適正化） 

第１４条 事業者は、その供給する商品又は役務の取引について、消費者がその購

入若しくは使用、販売、又はサービスの利用に際し、消費者がその選択等を誤る

ことにより消費者の利益が損なわれないようにするため、その品質、用途、内容、

価格、量目その他必要な事項を適正に表示するとともに、その選択を誤るおそれ

のある虚偽又は誇大な広告をしてはならない。 

 （商品等の包装の適正化） 



第１５条 事業者は、その供給する商品等について、品質保全上必要な限度を超え、

商品の内容を著しく誇張する等の過大な包装を行わないよう努めるものとする。 

 （商品等の計量の適正化） 

第１６条 事業者は、その供給する商品等について、適正な計量を実施するよう努

めるものとする。 

（約款の適正化） 

第１７条 事業者は、商品等の供給に当たり約款を作成するときは、当該約款が不

当に消費者に不利益を与え、又は消費者の権利を制限する内容とならないよう努

めるものとする。 

（不適正な取引行為の禁止） 

第１８条 事業者は、消費者との間で行う商品等の取引等に関し、次の各号のいず

れかに該当する行為であって規則で定めるもの（以下「不適正な取引行為」とい

う。）を行ってはならない。 

(1) 消費者に対し、不実のことを告げ、誤信を招く情報を提供し、威迫し心理的

に不安な状態に陥れ、又は執ように説得する等の不適正な方法で取引等をさせ

る行為 

(2) 消費者に対し、著しく不利益をもたらす不適正な内容の取引等をさせる行為 

(3) 消費者に対し、契約（契約の成立について、当事者間で争いのあるものを含

む｡）に基づく債務の履行を不当に強要し、若しくは不当に拒否し、消費者の正

当な根拠に基づく契約の解除、取消等を妨げ、又は契約の解除、取消等によっ

て生じる債務の履行を拒否し、若しくは正当な理由がなく遅延させる行為 

(4) 商品の販売等をする事業者又はその取次店等実質的に販売等をする事業者

からの商品等の購入又はサービスの提供を条件又は原因として、信用の供与を

する契約又は保証を受託する契約（以下「与信契約等」という｡）について、消

費者の利益を不当に害することが明白であるにもかかわらず、取引等をさせ、

又は消費者の利益を不当に害する方法で与信契約等に基づく債務の履行を強要

する行為  

第２節 調査、指導、勧告及び公表 

（不適正な取引行為に関する調査） 

第１９条 市長は、事業者が不適正な取引行為を行っている疑いがあると認めると



きは、この条例の施行に必要な限度において、事業者に対し、その行為の方法、

内容その他の事項について立入調査等の調査を行うことができるとともに、必要

な報告を求めることができる。 

２ 市長は、前項の規定に基づく調査の実施に当たっては、必要に応じて国、県、

他の地方公共団体その他関係機関に対し、協力を求め、連携を図るものとする。 

３ 第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。 

 （事業者に対する資料提出の要求） 

第２０条 市長は、次条第２項の規定による指導及び勧告に当たっては、第１８条

各号の不適正な取引行為の判断について、必要があると認めるときは、当該事業

者に対し、期間を定めて、当該事項の裏付けとなる合理的な根拠を示す資料の提

出を求めることができる。この場合において、当該事業者が正当な理由がなく当

該資料を提出しないときは、同条各号の不適正な取引行為をしたものとみなす。 

 （指導及び勧告） 

第２１条 市長は、第１３条第３項の規定により必要があると認めるときは、事業

者に対し、是正するための必要な措置を講ずるよう指導し、又は指導に従わない

ときは勧告することができる。 

２ 市長は、第１９条の規定による調査をした結果、事業者が第１８条の規定に該

当すると認めたとき、若しくは不適正な取引行為による被害の発生及び拡大を防

止するため必要があると認めるときは、事業者に対し、当該不適正な取引行為を

是正するための必要な措置を講ずるよう指導し、又はその指導に従わないときは

勧告することができる。 

３ 事業者は、前項の規定による指導又は勧告に基づいて講じた措置及びその結果

について、速やかに市長に報告しなければならない。 

４ 市長は、第１項及び第２項の規定により事業者に指導又は勧告するに当たって

は、必要に応じて国、県、他の地方公共団体その他関係機関に協力を求め、連携

を図るものとする。 

 （公表） 

第２２条 市長は、前条の規定による勧告をした場合において、当該事業者が正当

な理由なくその勧告に従わないときは、その者の氏名又は名称、その勧告内容そ



の他必要な事項を公表することができる。 

２ 市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、当該事業者に対し、そ

の旨を通知し、意見を述べる機会を与えるとともに、第３２条の小山市消費生活

審議会の意見を聴かなければならない。ただし、当該事業者が意見を述べること

に応じないとき、緊急のとき、又は当該事業者の所在が不明で通知できないとき

は、この限りでない。 

（不適正な取引行為等に係る情報の提供） 

第２３条 市長は、次に掲げる場合であって、不適正な取引行為等による被害の発

生及び拡大を防止するために必要があると認めるときは、第２１条に規定する指

導及び勧告を行わず、その行為の方法、内容その他の必要な情報を市民に提供す

ることができる。 

(1) 不適正な取引行為等に関する苦情の処理の申出が相当数あり、消費者に重大

な被害が生じ、又は生じるおそれがある場合 

(2) 前号に掲げる場合のほか、消費者に重大な被害が生じ、又は生じるおそれが

あり、かつ、対応に緊急性が必要とされる場合 

２ 市長は、前項の規定による情報の提供をしようとするときは、あらかじめ当該

事業者に対し、その旨を通知し、意見を述べる機会を与えなければならない。た

だし、当該事業者が意見を述べることに応じないとき、又は当該事業者の所在が

不明で通知できないときは、この限りでない。 

   第４章 消費者教育等の推進 

第２４条 市は、消費生活に関する知識の普及及び情報の提供等消費者に対する啓

発活動を推進するとともに、消費者が生涯にわたって消費生活について学習する

機会があまねく求められている状況にかんがみ、学校、地域、家庭、職域その他

の様々な場を通じて消費生活に関する教育を充実する等必要な施策を講じ、消費

者教育を推進するものとする。 

２ 市は、消費者教育に携わる人材の育成、消費者教育に使用される教材等の充実

に努めるものとする。 

   第５章 苦情等の処理 

（苦情等の処理） 

第２５条 事業者は、商品等の供給その他消費者と事業者との取引等に関して生じ



た消費者の苦情又は相談（以下「苦情等」という。）に誠意をもって応じ、これを

適切かつ迅速に処理しなければならない。 

２ 市長は、消費者から苦情等の申出があったときは、当該苦情等を解決するため

に必要な助言、あっせんその他の措置を講ずるものとする。 

３ 市長は、前項の規定による措置を講ずるために必要があると認めるときは、事

業者又は関係者に対し、資料の提出、報告又は説明を求めるとともに、必要な調

査を行うことができる。 

４ 市長は、前２項の苦情等の処理を行うに当たっては、必要に応じ、国、県、他

の地方公共団体その他関係機関との連携に努めるものとする。 

 （専門的な人材の確保等） 

第２６条 市長は、苦情を専門的知見に基づき適切かつ迅速に処理するため、専門

的知識及び経験を有する相談員の確保、相談員の資質の向上その他の必要な施策

を講ずるものとする。 

   第６章 環境への配慮 

第２７条 市は、消費者施策の策定及び実施に当たっては、消費生活が環境に及ぼ

す影響に配慮するものとする。 

２ 事業者は、消費者に対し商品等を供給するに当たっては、環境の負荷の低減に

配慮するように努めなければならない。 

３ 消費者は、商品の選択、使用及び廃棄並びにサービスの選択及び利用に当たっ

ては、環境に及ぼす影響に配慮するように努めなければならない。 

第７章 消費生活センター 

（設置） 

第２８条 市長は、消費者の利益の擁護及び増進のため、消費者安全法（平成２１

年法律第５０号）第１０条第２項に規定する施設として、消費生活センターを設

置する。 

 （名称及び位置） 

第２９条 消費生活センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

   名称 小山市消費生活センター 

   位置 小山市大字神鳥谷９３１番地３ 

 （事業） 



第３０条 小山市消費生活センターは、次に掲げる事業を行う。 

(1) 消費者安全法第８条第２項各号に掲げる事務に関すること。 

(2) その他消費生活に関し市長が必要と認める事項 

 （職員） 

第３１条 小山市消費生活センターに所長及びその他の職員を置く。 

   第８章 消費生活審議会 

（審議会の設置） 

第３２条 市民の消費生活の安定及び向上に関する事項を調査審議するため、小山

市消費生活審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

（審議会の所掌事務） 

第３３条 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 第１０条に規定する消費生活基本計画に関し調査審議すること。 

(2) 第２２条に規定する公表に関し調査審議すること。 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、消費生活に関し市長が必要と認める事項 

２ 審議会は、消費生活に関する必要事項について市長に意見を述べることができ

る。 

（審議会の組織） 

第３４条 審議会は、１５人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 市議会議員 

(2) 学識経験を有する者 

(3) 市内に居住又は勤務する各界各層の有識者 

(4) 消費者団体を代表する者 

(5) その他市長が必要と認める者 

（委員の任期） 

第３５条 委員の任期は、２年とする。ただし、前任者が欠けた場合における後任

者の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、委嘱されたときの要件を欠いたときは、その職を失うものとする。 

３ 委員は再任されることができる。 

（審議会の会長等） 



第３６条 審議会に、会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたときは、その職務

を代理する。 

（審議会の会議） 

第３７条 審議会の会議は、会長が必要に応じて招集し、その議長となる。ただし、

委員の委嘱後最初の会議は、市長が招集する。 

２ 審議会の会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席議員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の

決するところによる。 

４ 審議会は、必要があると認めるときは、審議会の会議に関係者の出席を求め、

その意見を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

（審議会の庶務） 

第３８条 審議会の庶務は、市民生活部生活安心課において処理する。 

第９章 雑則 

（委任） 

第３９条 この条例の施行に関し、必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

（小山市消費生活センター設置条例の廃止） 

２ 小山市消費生活センター設置条例（昭和５３年条例第８号）は、廃止する。 

 

 


